

















は じ め に





























戦後，わが国における障害者相談支援 (以下相談支援という) は，1948年 (昭和 23年) の







いては，1995年 (平成 7年) の「障害者プラン〜ノーマライゼーション 7 カ年戦略」の中で
「総合的な支援体制の整備」という方針に基づき，身近な地域において，障害者に対して総合



























の提言が出された。それを受けて 2010 年 (平成 22 年) 12 月に公布された「障がい者制度改
革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の
地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律」(以下「改正法」2012 年 4 月 1日施
行「 」は省略して表記) では，サービス利用計画作成費対象者の拡大や自立支援協議会の法
定化，基幹相談支援センターの設置など相談支援の充実のための制度化が図られた。こうした
取り組みは，2013年 (平成 25年) 4 月から施行されている「障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律」(以下「障害者総合支援法」「 」は省略して表記) でも引き
続き進められている。その中でも，サービス利用計画作成費対象者の拡大については，2015






























































いる。位置づけについては，2010 年 (平成 22 年) 12 月，改正法の成立により法定化され，そ











ンターが A市の協力を得て実施した「相談支援におけるアンケート調査 ―― A市基幹相談
障害者相談支援システムの現状と課題 (隅河内 司)
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(問 12) は，「行政機関の窓口」が 15件 (57.7%) と半数を超え，「委託相談支援事業所」の 6




の「一般的な相談」への対応のための体制構築 (問 13) については，「構築されている」が 2
件 (7.7%)，「概ね構築されている」，15件 (57.7%) を合わせると全体の 3 分の 2の回答となり，
体制としては概ね構築されていると言えなくもない。しかしながら，「構築されている」の回
答が少数にとどまり，「一部しか構築されていない」も 8件 (30.8%) あることから，多様な
ニーズに的確に応えられる体制づくりの更なる必要性が示されていると解すべきであろう。ま
た，「一般的な相談」の体制整備に必要な条件 (問 14) として，「相談支援専門員の知識と技
術」が 12件 (25.5%)，「一般的な相談の重要性に対する関係者の意識」が 9件 (19.1%)，「一
般的な相談に対応するための行政の支援」が 7件 (14.9%) と平均的な割合で専門職の資質の
向上や関係者の意識，行政への取り組みへの期待が示されるとともに，「相談支援体制に対す
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そして，相談支援事業所と行政等関係機関との連携 (問 7) については，両回答とも「緊密な
連携が図れている」が 12件 (46.2%)，「まあまあ連携が図れている」が 14件 (53.8%) となっ
ており，大枠では，回答した全ての自治体で行政機関も含めた連携を図っている状況が示され
ている。また，具体的に支援する段階においては，サービスを統合した総合的な相談支援の実
施 (問 15) について，「概ね行われている」が 9件 (34.6%)，「一部ではあるが行われている」





一的なアセスメントシートの使用 (問 8) については，「統一的なアセスメントシート作成の
課題認識は持っている」が 9件 (34.6%) と最も多く，「行政の窓口を含め使用している」2件
(7.7%) と「相談支援事業所すべてで使用している」7件 (26.9%) を合わせても 4割弱となっ
ている。また，相談支援の手引き (ガイドライン) の作成 (問 9) については，「作成してい
る」が 4件 (15.4%) と少数であり，「作成を検討している」1件 (3.8%) と「作成の意向はあ
る」7件 (26.9%) を合わせても，全体の半数程度にとどまっている。一方，「作成する予定は






























福祉計画等への反映や，事業化等のルールの状況 (問 25) については，「計画化・事業化に関
し，検討項目として扱われている」が 11件 (42.3%) と最多で，続いて「参考意見として受
け止められている」が 8件 (30.8%) となっている。しかしながら，確実な計画化・事業化が
見込める「前提として取り扱われている」は 2件 (7.7%) と最少である。また，地域課題の
計画化，事業化の検討の際の，財政や企画立案等の関する行政情報の提供状況 (問 24) につ
いては，「ある程度提供されている」が 15件 (57.7%) と半数以上を占めてはいるが，「求め
たもののみ提供されている」が 5件 (19.2%)，「全く提供されていない」も 2件 (7.7%) ある
ことから，政策形成を進めるために行政が積極的かつ十分に情報提供しているとまでは言えな
い状況である。こうした中で，計画化・事業化など政策形成に対する意識 (問 20) について
は，「常に必要である」が 19 件 (73.1%) と 7 割を超え，「一定程度必要である」の 7 件
(26.9%) を加えると全ての自治体でその必要性が認識されており，日々の業務においても社
会資源の改善・開発につながる政策形成を意識することの重要性が示されている。また，計画
化・事業化の実現のための必要な条件 (問 28) としては，3つ以内の回答ではあるが，地域課
題の集積から解決のための企画立案や合意形成など一連の政策形成の場として位置づけられる
「自立支援協議会の充実と活発な活動」が 22件 (29.7%)，続いて「日ごろからの相談支援事
















































































区 分 市 数 区 分 市 数
10万人未満 5 (19.2%) 〜70万人 2 ( 7.7%)
〜20万人 5 (19.2%) 〜100万人 2 ( 7.7%)
〜30万人 3 (11.6%) 100万人以上 3 ( 11.6%)
〜40万人 1 ( 3.8%)
〜50万人 5 (19.2%) 計 26 (100.0%)
問 6 相談支援を行う際に相談支援事業所間，あるいは相談支援事業所と基幹相談支援センターとの関係
について，緊密な連携は図られていますか，あてはまるものを一つ選択して下さい
1 緊密な連携が図れている 12 46.2%
2 まあまあ連携が図れている 14 53.8%
3 あまり連携が図れていない 0 0%
4 全く連携が図れていない 0 0%
問 7 相談支援を行う際に相談支援事業所と行政等関係機関との関係について，緊密な連携は図られてい
ますか，あてはまるものを一つ選択して下さい
1 緊密な連携が図れている 12 46.2%
2 まあまあ連携が図れている 14 53.8%
3 あまり連携が図れていない 0 0%
4 全く連携が図れていない 0 0%
問 8 貴市域では，相談支援について，統一的なアセスメントシートを使用していますか，あてはまるもの
を一つ選択して下さい





3 一部の相談支援事業所で使用している 3 11.5%
4 統一的なアセスメントシートの作成に向けて検討中 2 7.7%
5 統一的なアセスメントシート作成の課題認識はもっている 9 34.6%
6 統一的なアセスメントシートを作成する予定は全くない 1 3.8%
未回答 2 7.7%
問 9 貴市域の相談支援の標準化のために，相談支援の手引き (ガイドライン) を作成しておりますか，あ
てはまるものを一つ選択して下さい
1 手引き (ガイドライン) を作成している 4 15.4%
2 手引き (ガイドライン) の作成を検討している 1 3.8%
3 手引き (ガイドライン) 作成の意向はある 7 26.9%
4 手引き (ガイドライン) を作成する予定は全くない 10 38.5%
5 その他 2 7.7%
未回答 2 7.7%





1 行政機関の窓口 15 57.7%
2 基幹相談支援センター 3 11.5%
3 委託相談支援事業所 6 23.1%
4 指定相談支援事業所 1 3.8%
5 民生委員など地域の社会資源 0 0%
6 その他 1 3.8%




1 構築されている 2 7.7%
2 概ね構築されている 15 57.7%
3 一部しか構築されていない 8 30.8%




1 ｢一般的な相談」の重要性に対する関係者の認識 9 19.1%
2 ｢一般的な相談」に対応するための行政の支援 7 14.9%
3 相談支援専門員の知識と技術 12 25.5%
4 行政窓口の充実 2 4.3%
5 相談支援体制に対する全体的なビジョン 15 31.9%




1 概ね行われている 9 34.6%
2 一部ではあるが行われている 14 53.8%
3 行いたいと思っているが，現状では行う環境にない 2 7.7%
4 わからない 0 0%




1 専門機関の積極的な関わり意識と具体的な取り組み 7 15.6%









5 相談支援に関わる行政施策の充実 6 13.3%






1 地域の課題を集積する組織やツールがあり，うまく機能している 4 15.4%
2 地域の課題を集積する組織やツールはあるが，うまく機能していない 16 61.5%
3 地域の課題を集積する組織やツールがないため，うまく機能していない 3 11.5%
4 わからない 1 3.8%
5 その他 2 7.7%
問 18 地域の課題を集積するには，何が必要であると思いますか，あてはまるものを選択して下さい (2
つ以内)
1 地域の中にある個々の生活問題の丁寧な現状把握 11 25.0%
2 個々の生活問題を科学的に分析し，地域課題として集積する能力 9 20.5%









6 地域の課題を集積する組織の構成員の意識 4 9.1%
7 その他 2 4.5%
問 20 日々の実践の中で，社会資源の改善・開発につながる計画化・事業化 (政策形成) を意識すること
は必要だと思っていますか，あてはまるものを一つ選択して下さい
1 計画化・事業化 (政策形成) を意識することは，常に必要である 19 73.1%





4 計画化・事業化 (政策形成) を意識することは，全く必要ない 0 0%
問 24 貴市域において，地域課題の計画化や事業化を検討する際に，財政や企画立案に関する行政情報が
提供される仕組みやルールなどの環境基盤はありますか，あてはまるものを一つ選択して下さい
1 行政情報が的確に提供されている 1 3.8%
2 行政情報はある程度提供されている 15 57.7%
3 行政情報は求めたもののみ提供されている 5 19.2%
4 行政情報は全く提供されていない 2 7.7%
5 その他 3 11.5%
問 25 地域課題の解決方法について，障害福祉計画への位置づけや事業化のルール化は図られていますか，
あてはまるものを一つ選択して下さい
1 計画化・事業化することを前提に扱つかわれている 2 7.7%
2 計画化・事業化に関し，検討項目として扱つかわれている 11 42.3%
3 計画化・事業化に関しては，参考意見として受け止められている 8 30.8%
4 計画化・事業化に関しては，想定されていない 2 7.7%
5 その他 3 11.58%
〔注〕
( 1 ) 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」(以下「障害者総合支援法」)
では，自立支援協議会の名称を「協議会」と改め，地域の実情に応じて名称を定められるように
なったが，本稿では，従来の名称を使用し「自立支援協議会」と示すこととする
( 2 ) 朴光駿「比較社会政策の素材としての東アジア社会政策―制度研究を超えて―」2013年，社会政
策学会特集原稿『社会政策』第 5巻第 2号，2ページ
( 3 ) Neil Gilbert, Harry Specht, Dimensions of Social Welfare Policy，1974，Prentice-Hall, Inc
Englewood Cliffs, New jersey，pp. 109〜110







22 年度厚生労働省障害者総合福祉推進事業) 平成 23年 3月




2014 年 9月 29 日受理





1 自立支援協議会の充実と活発な活動 22 29.7%
2 事業の必要性の周知 3 4.1%
3 当事者の声や働きかけ 5 6.8%
4 住民や民生委員など地域全体の理解や後押し 7 9.5%
5 当該テーマの計画化・事業化に対するその対象者以外の障害者の理解 0 0%





8 窓口となる行政職員の熱意と高い政策形成能力 4 5.4%









12 その他 3 4.1%
